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はじめに 
 
 
 
本書は、第３５回研究評価委員会において設置された「ノーマリーオフコン

ピューティング基盤技術開発」（中間評価）の研究評価委員会分科会（第１回（平

成２５年８月６日））において策定した評価報告書（案）の概要であり、ＮＥＤ

Ｏ技術委員・技術委員会等規程第３２条の規定に基づき、第３７回研究評価委

員会（平成２５年１２月４日）にて、その評価結果について報告するものであ

る。 
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技術分野全体での位置づけ 

（分科会資料 5-2 より抜粋） 
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「ノーマリーオフコンピューティング基盤技術開発」 

全体の研究開発実施体制 
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「ノーマリーオフコンピューティング基盤技術開発」（中間評価） 

評価概要（案） 

 
１．総論 
１）総合評価 
世界的にみてノーマリーオフコンピューティングの国家プロジェクトはユニ

ークであり、我が国が先端を走るという観点において本プロジェクトは高く評

価できる。世界最高水準の高速動作性能と省電力性能を備えた不揮発メモリの

開発に成功し、ノーマリーオフコンピューティング技術の開発、及び、その応

用製品・システムの実現に向けた卓越した研究開発成果が得られている。デバ

イス、回路、計算機アーキテクチャ、ソフトウェアに至る様々な技術分野を包

括した総合的な研究開発が推進され、開発対象とする応用製品、応用システム

毎に省電力化の隘路や実用化に際しての課題が明確化され、解決の具体的方策

も立てられていることから、情報機器やセンサーシステムの飛躍的な省電力化

に向けたプロジェクトとして、新規産業創出に繋がる高度の技術蓄積が期待さ

れる。 
今後、「ノーマリーオフコンピューティング」の概念を現実のものとし、かつ、

普及させるためには、集中研と分散研の連携をより深め、各企業で得たフィー

ルドデータ等を積極的に集中研にフィードバックし、集中研側で技術として一

般化するプロセスをさらに加速することを期待する。 
 
２）今後に対する提言 
本プロジェクトの成果により、大きな成功を実現するシナリオ（新応用の創

出も含む）を現段階から描くべきである。今後、メモリアーキテクチャだけで

なく、コンピューティング・システム全体としての体系化を視野に入れて欲し

い。 
成果については、個別企業間で共有できないものもあり、ここをどう共通化

しフレームワーク化していくのかというのが集中研の最大のミッションであり、

ノーマリーオフ技術を普及させるためにビジネス戦略上で非常に重要である。 
また、世界最高性能の STT-MRAM 等これらの技術が他国の企業に廉価にコ

ピーされないようにその対策をしっかりとしてほしい。更に、知財の活用戦略、

特に事業を実施している 3 社以外への知財のライセンスポリシーを早急に策定

すべきである。 
 



 

8 

２．各論 
１）事業の位置付け・必要性について 
不揮発性メモリ技術をコンピューティング・システムへの適用を考慮して発

展させることは、情報機器の低消費エネルギー化のためにも、我が国の産業の

国際競争力向上の観点でも重要である。半導体産業からソフトウェア産業に至

る情報通信機器、さらには組込みシステムの基盤として、本プロジェクトのも

たらされる効果は大きい。コンピューティングと言う要素技術からソフトウェ

アまで事業化・実用化を目指した総合的な技術開発がノーマリーオフコンピュ

ーティングでは不可欠であり、NEDO が率先して公共事業として実施すること

は極めて妥当である。また、ノーマリーオフコンピューティングの必要性/有効

性は認識されているものの、世界的にも未だ本格的な研究開発の展開には至っ

ておらず、先行開発により技術的優位性を確保し、我が国の電子産業活性化に

繋げるためにも本プロジェクトの推進が望まれる。 
 
２）研究開発マネジメントについて 
共通で必要となるプラットフォームは集中研で実施し、実用化につながる個

別技術を各社単位で分散研で実施する体制は妥当である。特に集中研について

は、階層連携を行える人材が不可欠であり、その知見と見識から最適任な PL で

あり、リーダシップも十分に発揮している。分散研で実施している 3 つのテー

マに関しては応用が明確になっており、実用化・事業化戦略も明確である。 
一方、開発目標については、その成果を活用する方策を重視し、コストを勘

案した上で、トータルシステムとしての効果の活用、さらにはソフトウェア層

までの検討が必要である。また、知財マネジメント戦略が知財の創出/権利化の

戦略のみになっているが、活用戦略についても検討すべきである。 
 
３）研究開発成果について 
世界最高性能の高速動作性能や低電圧動作性能を有する新型不揮発メモリの

開発をはじめとし、様々なハードウェア技術及びソフトウェア技術を包含する

優れた技術基盤が確立されつつある。これら一連の成果は、携帯情報機器、ス

マートセンサー、ヘルスケアセンサー等の応用製品、応用システムにおける技

術競争力の向上に資するものとして高く評価できる。集中研で取り組まれた各

個別技術分野の成果統合と汎用化は、ノーマリーオフコンピューティング技術

の新しい展開を目指す意欲的な試みとして評価できる。各機能モジュールを組

み込んだ低電力性能評価用の汎用ボード試作、パワーゲーティング時の消費電

力モデリング、電力低減のための各種最適化技術開発など、各個別テーマで共

有できる様々な具体的成果も得られ始めている。 
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一方、標準化については、世界で広く使われるデファクトスタンダードを取

るための方策を良く考えていただきたい。成果の普及については、日本の産業

としてユーザーを巻き込む形を含めて検討してほしい。オープンにして層を広

げる部分と、クローズにして知財化するところを良く見極めて取り組んでいた

だきたい。 
 
４）実用化・事業化に向けての見通し及び取り組みについて 
本プロジェクトが目的とする電力効率向上に係るハードウェアからソフトウ

ェアに跨る総合技術は、市場規模及び波及効果の大きな産業分野への成長が期

待される。本プロジェクトに参画する各企業は、各々、メモリシステム、マイ

コン、LSI 応用の分野で高い技術力と製造実績を有しており、プロジェクト終

了時点での成果を各社の戦略的事業として展開することが期待できる。分散研

での個々の成果も非常に高く、各テーマともに応用を明確に設定し研究開発を

進めていることが高く評価できる。集中研における共通技術の研究開発の適用

を含め、分散研における研究開発では各社の事業に直結した活動が行われてお

り適切な実用化と事業化に向けた活動が行われている。 
一方、要素技術の事業化については、コストと課題をより明確化した方が良

く、具体的なアプリケーションへの展開を各社で具体的に検討すべきであると

思われる。また本成果はハードウェアだけではなく、ソフトウェアと協調する

ことで効果を増すことから、ソフトウェア面の更なる強化も検討していただき

たい。 
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個別テーマに関する評価 

 「研究開発成果」、「実用化・事業化に向けての見通し及び取り組み」および「今後に対する提言」 
高速低消費不揮

発メモリシステ

ムによる携帯情

報端末低電力化

技術 

産官学の研究協力により、世界最高レベルの高速動作性能と低消費電力性能を兼備した新型不揮発メ

モリ(STT-MRAM)の開発に成功するとともに、電流リークの無い新規メモリアレイ回路が提案され、最

終目標とする 10 倍以上の電力効率を有する高速低消費不揮発メモリ実現への目処がつけられた。特に 

10nm オーダの微細領域に至るスケーリングメリットの実証は、競合する米国、韓国の技術水準を凌駕

しており、本プロジェクトによる不揮発メモリ技術開発のポテンシャルの高さを顕示している。また、

STT-MRAM と DRAM とのハイブリッドメモリセルは、メモリセル単位で揮発メモリと不揮発メモリの

機能再構成が可能な画期的メモリアーキテクチャとして高く評価できる。更に、担当企業は柔軟な事業

化戦略を立てていることも評価できる。 
一方、要素技術としては大きな成果をあげているが、トータルシステムでどう活かせるか、例えば単

に省電力なキャッシュだけではなく、計算機システムの中で活用される技術を付加し、イノベーション

の基本技術となる工夫を期待したい。また、事業化の機会を逃さないように、知財のライセンス戦略を、

策定しておくことが必要である。更に、STT-MRAM では、一般的な半導体製造プロセスでの技術蓄積が

少ない強磁性金属を材料基盤としているため、早期に量産レベルでのプロセス技術を確立し、製造コス

ト低減と歩留まり向上を図る必要がある。 
ス マ ー ト シ テ

ィ・センサーネッ

トワーク低電力

化技術 

スタンバイモードの自立的選択機構や、センサー動作のダイナミックスケジューリング等、センサー

の特性に適応した効果的な電源制御技術が開発されている。一部のセンサーノードでは 80%以上の電力

削減が達成され、常時電源 ON 領域においても超低電力発振回路の動作を確認する等、最終目標の実現

可能性を示す研究進捗が認められる。静的なモデルのみならず、センサーからの出力の動的な変動に応

じて電源制御の最適化を行う仕組みになっている点が良い。製品化に関して、ノーマリーオフマイコン

ボードを試作して、顧客システム開発のための開発環境を整備し、他社による競合製品とのベンチマー
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クテストを実施して優位性を示している点も大いに評価できる。既存のマイコンが複雑な省電力機構を

提供しているのに対して、ユーザに使いやすいチップを提供しようとしている点は評価できる。事業化

について、ハード面、ソフト面から検討しており、最終に向けて期待できるものとなっている。 
一方、多様な物理情報を扱うマルチセンサーシステムを構築する際には、通信部分の消費電力は無視

できない場合が多いこと、各センサー系の特徴により、周辺回路においても様々な課題が生じることが

懸念されるので、最終目標の実現に向け早期に総合的な電力効率評価を行いボトルネックの洗い出しを

図ることが望まれる。また、集中研においての設計方法論と連携し、より広範囲に適用可能な方式を目

指せると良い。なお、他社との差別化をはかり、競争的に有利な製品とするには、より早い時期での実

用化が必要である。 
ヘルスケア応用

生体情報計測セ

ンサーネットワ

ーク低電力化技

術 

ヘルスケアセンサーとしての実用的な使用状態として、具体的な省電力性能を目標設定し、製品イメ

ージを明確にした研究開発が推進されている。特に、データ計測部及びデータバッファ用メモリ回路部

においては、最終目標レベルの成果が達成されている。課題として残されている動作時電力量の低減に

ついても、具体的な開発方針が明確化されており、実用レベルの成果が期待できる。実用化した際に顧

客となるパートナーと連携した技術開発であり、事業化の出口がしっかりと見えている点は高く評価で

きる。 
一方、加速度センサーならびに MCU 部の消費電力が最終的には支配的となるので、これらに関して

も、ノーマリーオフコンピューティング技術をより積極的に活用できないかの検討を期待する。また、

単にハード面だけにとどまらずソフトウェアとの検討を、後半で十二分に検討してより活かせるように

していただきたい。特に、集中研での設計方法論と合わせて、本成果がより発展できる実施体制を期待

する。また、米国のベンチャー企業が積極的に参入している市場であり、シェアを確保するためにはス

ピード感をもって製品投入をする必要がある。 
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将来の社会生活

を支える新しい

情報システムに

おいて飛躍的な

ノーマリーオフ

化を実現する新

しいコンピュー

ティング技術の

検討 

種々の不揮発メモリやセンサーを接続可能な評価ボードの試作やエミュレーション環境の整備など、

分散研での個別研究成果からプロジェクト全体で共有できる汎用的な設計方法論の抽出を図る具体的な

取り組みは高く評価できる。特に、アーキテクチャやソフトウェア技術の高度化により達成された最終

目標レベルに近い従来比 7～8 割減の低電力化は、当該テーマの顕著な成果として評価できる。 
一方、研究体制に関し、今後、各テーマ間での連携をより強化すべき観点からは、設計方法論におけ

るモデル化と、メモリシステム、プロセッサ、評価基盤の密な連携が行える体制が望ましい。 
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評点結果〔プロジェクト全体〕 

 

 

評価項目 
平均

値 
素点（注） 

１．事業の位置付け・必要性について 2.9 A A A A A B A 
２．研究開発マネジメントについて 2.0 B B B B B B B 
３．研究開発成果について 2.9 A A A A A A B 
４．実用化・事業化に向けての見通し及び

取り組みについて 
2.3 A B B B A B B 

（注）A=3，B=2，C=1，D=0 として事務局が数値に換算し、平均値を算出。 
 
 
〈判定基準〉  
１．事業の位置付け・必要性について ３．研究開発成果について 
・非常に重要          →A 
・重要             →B 
・概ね妥当           →C 
・妥当性がない、又は失われた  →D 

・非常によい         →A 
・よい            →B 
・概ね妥当          →C 
・妥当とはいえない      →D 

２．研究開発マネジメントについて 
４．実用化・事業化に向けての見通し

及び取り組みについて 
・非常によい          →A 
・よい             →B 
・概ね適切           →C 
・適切とはいえない       →D 

・明確            →A 
・妥当            →B 
・概ね妥当          →C 
・見通しが不明        →D 

2.3  

2.9  

2.0  

2.9  

0.0  1.0  2.0  3.0  

４．実用化・事業化に向けて

の見通し及び取り組み 

３．研究開発成果 

２．研究開発マネジメント 

１．事業の位置付け・必要性 

平均値 
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評点結果〔個別テーマ〕 

高速低消費不揮発メモリシステムによる携帯情報端末低電力化技術 

 
 
スマートシティ・センサーネットワーク低電力化技術 

 
 
ヘルスケア応用生体情報計測センサーネットワーク低電力化技術 

 
 
将来の社会生活を支える新しい情報システムにおいて飛躍的なノーマリーオフ

化を実現する新しいコンピューティング技術の検討 

 

2.0  

2.9  

0.0  1.0  2.0  3.0  

2.実用化・事業化に向けての見

通し及び取り組み 

1.研究開発成果 

2.0  

2.3  

0.0  1.0  2.0  3.0  

2.実用化・事業化に向けての見通し

及び取り組み 

1.研究開発成果 

2.6  

2.4  

0.0  1.0  2.0  3.0  

2.実用化・事業化に向けての見

通し及び取り組み 

1.研究開発成果 

2.6  

0.0  1.0  2.0  3.0  

1.研究開発成果 

平均値 

平均値 

平均値 

平均値 
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個別テーマ名と評価項目 平均値 素点（注） 

高速低消費不揮発メモリシステムによる携帯情報端末低電力化技術 
 １．研究開発成果について 2.9 A A A A A B A 
 ２．実用化・事業化に向けての見通し

及び取り組みについて 2.0 B B B B B B B 

スマートシティ・センサーネットワーク低電力化技術 
 １．研究開発成果について 2.3 A A A B B B C 
 ２．実用化・事業化に向けての見通し

及び取り組みについて 2.0 A B B B B B C 

ヘルスケア応用生体情報計測センサーネットワーク低電力化技術 
 １．研究開発成果について 2.4 B B A B A B A 
 ２．実用化・事業化に向けての見通し

及び取り組みについて 2.6 B A B A A B A 

将来の社会生活を支える新しい情報システムにおいて飛躍的なノーマリーオフ化を実

現する新しいコンピューティング技術の検討 
 １．研究開発成果について 2.6 A A A A B B B 

（注）A=3，B=2，C=1，D=0 として事務局が数値に換算し、平均値を算出。 
 
 

  

〈判定基準〉  
１．研究開発成果について ２．実用化・事業化に向けての見通し

及び取り組みについて 
・非常によい          →A 
・よい             →B 
・概ね適切           →C 
・適切とはいえない       →D 

・明確            →A 
・妥当            →B 
・概ね妥当          →C 
・見通しが不明        →D 
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＜参考＞   

「ノーマリーオフコンピューティング基盤技術開発」 

に係る評価項目・評価基準 

 
１．事業の位置付け・必要性について 

(1) NEDO の事業としての妥当性 
・ 関連する上位施策の目標達成のために寄与しているか。 

・ 民間活動のみでは改善できないものであること、又は公共性が高いこと

により、NEDO の関与が必要とされる事業か。 

・ 当該事業を実施することによりもたらされる効果が、投じた予算との比

較において十分であるか。 

 
(2) 事業目的の妥当性 
・ 内外の技術開発動向、国際競争力の状況、エネルギー需給動向、市場動

向、政策動向、国際貢献の可能性等から見て、事業の目的は妥当か。 

 
２．研究開発マネジメントについて 

(1) 研究開発目標の妥当性 
・ 内外の技術動向、市場動向等を踏まえて、戦略的な目標が設定されてい

るか。 

・ 目標達成度を測定・判断できる具体的かつ明確な開発目標を設定してい

るか。 

 

(2) 研究開発計画の妥当性 
・ 目標達成のために妥当なスケジュール、予算（各個別研究テーマごとの

配分を含む）となっているか。 

・ 目標達成に必要な要素技術を取り上げているか。 

・ 研究開発フローにおける要素技術間の関係、順序は適切か。 

・ 継続プロジェクトや長期プロジェクトの場合、技術蓄積を、実用化の観

点から絞り込んだうえで活用が図られているか。 

 
(3) 研究開発実施の事業体制の妥当性 
・ 真に技術力と事業化能力を有する企業を実施者として選定しているか。 

・ 適切な研究開発実施体制になっており、指揮命令系統及び責任体制が明

確になっているか。 
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・ 目標達成及び効率的実施のために必要な実施者間の連携が十分に行われ

る体制となっているか。 

・ 知的財産取扱（実施者間の情報管理、秘密保持、出願・活用ルール含む）

に関する考え方は整備され、適切に運用されているか。 

 
(4) 研究開発成果の実用化・事業化に向けたマネジメントの妥当性 

・ 成果の実用化・事業化につなげる戦略が明確になっているか。 

・ 成果の実用化・事業化シナリオに基づき、成果の活用・実用化の担い手、

ユーザーが関与する体制を構築しているか。 

・ 全体を統括するプロジェクトリーダーが選任されている場合、成果の実

用化・事業化シナリオに基づき、適切な研究開発のマネジメントが行わ

れているか。 

・ 成果の実用化・事業化につなげる知財戦略(オープン／クローズ戦略等) 

や標準化戦略が明確になっており、かつ妥当なものか。 

 
(5) 情勢変化への対応等 
・ 進捗状況を常に把握し、社会・経済の情勢の変化及び政策・技術動向等

に機敏かつ適切に対応しているか。 

 
３．研究開発成果について 

(1) 目標の達成度と成果の意義 
・ 成果は目標を達成しているか。 

・ 成果は将来的に市場の拡大あるいは市場の創造につながることが期待で

きるか。 

・ 成果は、他の競合技術と比較して優位性があるか。 

・ 目標未達成の場合、達成できなかった原因が明らかで、かつ目標達成ま

での課題を把握し、この課題解決の方針が明確になっているなど、成果

として評価できるか。 

・ 設定された目標以外に技術的成果があれば付加的に評価する。 

・ 世界初、世界最高水準、新たな技術領域の開拓、又は汎用性のある成果

については、将来の産業につながる観点から特に顕著な成果が上がって

いる場合は、海外ベンチマークと比較の上で付加的に評価する。 

・ 投入された予算に見合った成果が得られているか。 

・ 大学又は公的研究機関で企業の開発を支援する取り組みを行った場合に

は、具体的に企業の取り組みに貢献しているか。 
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(2) 知的財産権等の取得及び標準化の取組 

・ 知的財産権等の取扱（特許や意匠登録出願、著作権や回路配置利用権の

登録、品種登録出願、営業機密の管理等）は事業戦略、又は実用化計画

に沿って国内外に適切に行われているか。 

 

(3) 成果の普及 

・ 論文等の対外的な発表は、将来の産業につながる観点から戦略的に行わ

れているか。 

・ 成果の活用・実用化の担い手・ユーザー等に対して、適切に成果を普及

しているか。また、普及の見通しは立っているか。 

・ 一般に向けて広く情報発信をしているか。 

 

(4) 成果の最終目標の達成可能性 

・ 最終目標を達成できる見込みか。 

・ 最終目標に向け、課題とその解決の道筋が明確に示され、かつ妥当なも

のか。 

 

４．実用化・事業化に向けての見通し及び取り組みについて 

 

 本項目における「実用化・事業化」の考え方 

当該研究開発に係る試作品、サービス等の社会的利用(顧客への提供等)が開始

されることであり、さらに、当該研究開発に係る商品、製品、サービス等の販

売や利用により、企業活動(売り上げ等)に貢献することを言う。 

 

(1)成果の実用化・事業化の見通し 

・ 産業技術としての見極め（適用可能性の明確化）ができているか。 

・ 実用化に向けて課題が明確になっているか。課題解決の方針が明確にな

っているか。 

・ 成果は市場やユーザーのニーズに合致しているか。 

・ 実用化に向けて、競合技術と比較し性能面、コスト面を含み優位性は確

保される見通しはあるか。 

・ 量産化技術が確立される見通しはあるか。 

・ 事業化した場合に対象となる市場規模や成長性等により経済効果等が見

込めるものとなっているか。 

・ プロジェクトの直接の成果ではないが、特に顕著な波及効果(技術的・経

済的・社会的効果、人材育成等)がある場合には付加的に評価する。 
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 (2)実用化・事業化に向けた具体的取り組み 

・ プロジェクト終了後において実用化・事業化に向けて取り組む者が明確に

なっているか。また、取り組み計画、事業化までのマイルストーン、事業

化する製品・サービス等の具体的な見通し等は立っているか。 

 


